
新型コロナウイルスが事業所へ及ぼす影響等に関するアンケート調査　集計結果

〔調査概要〕　・調査対象　管内商工会員　・調査方法　調査票によるアンケート方式

　　　　　　　・調査期間　8月17日～9月30日迄　・発送数　330件　・回答数　109件（回答率約33％）

問【1-1】

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響による経営への影響について、 選択肢から１つだけお選びください。

業種別

コメント：既にマイナスの影響が出ている又は、今のところマイナスの影響が出る可能性がある企業で全

体の84％（94社/Ⓐ+Ⓑ）を占めている。このことから、新型コロナウイルス感染症拡大の影響は、明和町

内の景気動向においても大いに負の影響を与えていることが伺える。



問【1-3】

　問1-1で選択肢1もしくは2とご回答の方にお伺いします。マイナス影響に対し、検討している若しくは実施している具

体策について、選択肢からあてはまるものをお選び下さい。(複数選択可）

問【1-2】

　問1-1で選択肢1もしくは2とご回答の方にお伺いします。具体的なマイナスの影響（今後の懸念を含む）について選択

肢からあてはまるものを全てお選びください。（複数選択可）

コメント：具体的なマイナス影響について、「売り上げの減少」が86ポイント（Ⓐ）と圧倒的に多く、

「国内取引先からの受注減少」24ポイント（Ⓑ）、「日本人など国内居住者の買い控えによる減少」23ポ

イント（Ⓒ）、「取引・商談・イベント出店などの延期・中止」22ポイント（Ⓓ）がほぼ同率で次いでい

る。新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、消費者等の消費意欲の減退及び企業活動の停滞から、

直接的な売上減少に至った企業が多く見受けられた。

コメント：マイナス影響に対し、検討若しくは実施している具体策について、独自の対応策として「生

産・販売計画の見直し」や「日本国内向け事業強化」を講じる企業が30ポイント（Ⓑ+Ⓒ）と多く見受け

られた一方で、（現時点で種々の対応策を講じながらも）「対策を強化する予定はない」と回答した企業

も23ポイント（Ⓐ）あり、見通しが立たないが故に、”状況に応じるしかない（なるようにしかならな

い）”と感じている企業が多く見受けられた。



問【3】

　新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業所の皆様へ国や三重県が支援策を講じていますが、活用した又は活用

を検討している支援策をお選びください。（複数選択可）

問【２】

　今年、1月～7月の合計売上高について、前年、1月～7月の合計売上高と比較した際、以下の選択肢から1つだけお選

びください。

コメント：調査に回答した109社のうち、今年1月～7月の全体売上を前年同月対比した結果、減少したと

答えた企業は77社(Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ)と半数以上に至った。一方で、増加したと答えた企業はわずか3社（Ⓔ）

に留まり、30％以上増加した企業は見受けられなかった。

コメント：新型コロナウイルスの影響を受ける事業所への支援策として、国の支援策である各種融資の活

用が59ポイント（Ⓐ+Ⓑ）と多く調査に回答があった109社の半数以上が活用されていた。また、持続化給

付金の活用も45ポイント（Ⓒ）あり、調査に回答があった企業の40%以上が活用されている。三重県の支

援策の活用は、一部の企業の活用に留まっているものの、三重県経営向上支援新型コロナ危機対応補助金

の活用は上記国支援策に次いで18ポイント（Ⓓ）あり、新型コロナウイルス感染症拡大の影響のなか、経

営向上に取り組んだ企業が見受けられた。



アンケートの集計は以上になります。ご協力ありがとうございました。

問【4】

　従業員等が新型コロナウイルス感染症にかかることを防ぐため、検討している又は実施している労務管理上の対策に

ついて選択肢からあてはまるものを全てお選び下さい（複数選択可）

問【5】

　新型コロナウイルス対策に関する、商工会への要望について選択からあてはまるものを全てお選びください。

　（複数選択可）

コメント：感染予防の徹底や情報収集・従業員への注意喚起は殆どの企業で実施されていたが、時差出勤

やテレワークといった従業員の働き方に直接影響を及ぼす対策は殆どの企業で実施されていなかった。

コメント：当会として、今回のアンケート調査結果を踏まえ、迅速且つ正確な関連情報の提供を行うと共

に、国や県の特別融資制度を用いた資金繰り支援や、販路開拓、商品開発・サービス生産性の向上に取り

組む事業者向けの各種補助金申請支援等を中心とした支援体制の強化に取組みます。

具体的な取組例として、本年度より、国や県等が実施する各種施策を迅速にお伝えするため、「明和町

商工会員メーリングリスト」サービスを開始しております。また、経営指導員等による「新型コロナウイ

ルス対策マル経融資」を活用した資金繰り改善相談に積極的に応じている他、「小規模事業者持続化補助

金」等の補助金申請時の採択率を高めるため、支援者である職員の資質向上にも取り組んでおります。

会員の皆様におかれましては、各種施策の活用や日々の経営相談等お気兼ねなくご相談いただければと

存します。


